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2020年6月3日、ドイツ政府は、総額1,300億ユーロの大規模な経済対策に
ついて合意しました。経済対策には合計で57のさまざまな措置が含まれており、 
COVID-19危機の経済的影響をさらに軽減するために短期間の内に経済の活性
化を図ることを目的としています。経済対策はまもなく議会で審議に付される予
定です。

経済対策には、いくつかの税に関連する措置に加えて、税以外のさまざまな措置
も含まれています。たとえば、再生可能エネルギー賦課金（EEG-Umlage）の削減、
社会保障拠出金の安定化、中小企業向けのつなぎ融資、さらなるイノベーション
プレミアム（自家用および環境自動車の生産）などが挙げられています。

提案されている税に関連する措置の主な概要は次のとおりです。

付加価値税（VAT）の税率引き下げ
2020年7月1日から2020年12月31日までの期間、VATの税率が一時的に19%
から16%に引き下げられます（VAT軽減税率が適用される各種サービスについては
それぞれ7%から5%に引き下げられます）。この一時的な引き下げに際して、企業
はいくつかの管理上の課題を考慮する必要があります。たとえば、税率の引き下
げに伴うITシステムにおける請求書の調整などです。さらに、仕入VATの全額還
付を受ける権利がない企業は、商品の取得/サービスの受領をこの減税期間に繰
り延べることが考えられます。
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欠損金繰り戻しの拡大
2020年および2021年の損失については、欠損金繰り戻しの
最大額が一時的に100万ユーロから500万ユーロに増加しま
す（合算申告の場合は1,000万ユーロ）。即効性を高める
ため、2019年の税務申告において、2020年の欠損金に対し
コロナ引当金を認識することが認められます。引当金は遅くと
も2022年末までに解消される必要があります。2021年の損
失の欠損金繰り戻しについては、今のところコロナ引当金は
想定されていません。

加速減価償却
2020年度および2021年度の一時的な加速減価償却が、
移動可能な固定資産について年間25%の割合で認められます
（現在の定額法減価償却率の2.5倍に制限されます）。

パートナーシップ課税の近代化
パートナーシップでは不透明な課税を選択することが出来る
様になります。つまり、営業税に加えて、パートナーレベルでの
所得税の代わりに、パートナーシップレベルでの法人所得税も
課税されます（パートナーシップの「チェック・ザ・ボックス」オプ
ション）。さらに、個人レベルで、営業税の対象となる所得に課
される所得税に対して控除できる営業税の最大額が、関連
する係数を3.8から4.0に引き上げることによって増額されます。

研究開発（R&D）に対する税額控除
R&Dへの投資を促進するため、2020年1月1日から2025年
12月31日までの期間、R&D税額控除の対象となる基礎額
は2倍の400万ユーロになり、年間で最大100万ユーロまで
R&D税額控除が受けられる可能性が生じます。

輸入売上税の期限の延長
輸入売上税の期限が翌月26日まで延長されます。企業は、
毎月のVAT申告で輸入売上税を直接相殺する解決策を要求
しましたが、現在の規定では、企業は、依然として輸入売上税
を前払いする必要があり、VAT申告で還付を請求します。ただし、
還付までの期間は短くなります。

営業税の戻し入れ（add-backs）
仲介者（または報告対象アレンジメントを開示する義務が他者
営業税法（TTA）第8条第1項に基づく営業税上の加算処理の
免除が、10万ユーロから20万ユーロに引き上げられます。
この変更は恒久的であり、特定の期間だけではありません。

児童手当一時金とひとり親のための給付金額の
増加
児童手当の対象となる子供1人あたり、家族は300ユーロの
一時給付金を受け取り、年次税務申告書の中で児童手当と同
様に扱われます。一時給付金の支払日はまだ発表されていま
せん。さらに、ひとり親に対する給付金の額が一時的に大幅に
引き上げられ、2020年と2021年は年間1,908ユーロから
4,000ユーロになります。

自動車税
2021年1月1日から、新規に登録された車の自動車税の課税
標準額は、CO2の排出量に基づいて設定されます。さらに、
電気自動車に対する自動車税の免除は、2025年12月31日
から2030年12月31日まで延長されます。

社用電気自動車の課税
福利厚生制度の下で優遇課税の対象となる社用電気自動車
の最大価額が4万ユーロから6万ユーロに引き上げられます。

デジタル資産の減価償却
デジタル資産の長期減価償却が検討されています。詳細に
ついてはまだ協議中です。

経済対策は広範囲に及び、税に関連する景気刺激策も含まれ
ていますが、企業や経済学者によって提起されたいくつかの
問題は考慮されていません（たとえば、企業やパートナーシップ
に対する課税のさらなる緩和、連帯付加税の完全撤廃、低品
質製品の閾値の引き上げなど）。

経済対策は、7月に始まるドイツ議会の夏季休会の前に、迅速
化した立法プロセスで可決されることが期待されています。
連邦州が修正を要求したり、追加の要求をしたりした場合は、
経済対策の条件を再び協議する必要があります。
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